一廃様式第１

一般廃棄物収集運搬業　許可申請チェックリスト

◎：必要　　　　　　　　　　　　○：変更する事業に関係するものが必要です

△：省略できる場合があります　　－：不要

	必要書類
	新規
	更新
	変更
	備考

	１
	一般廃棄物収集運搬業許可申請書（条例規則様式第１号）
	◎
	◎
	－
	

	
	一般廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（条例規則様式第２号）
	－
	－
	◎
	

	２
	（許可の更新又は変更許可の申請の場合）

一般廃棄物収集運搬業許可証の写し
	－
	◎
	◎
	

	３
	誓約書（一廃様式第４）
	◎
	◎
	◎
	

	４
	（申請者が個人の場合）

	
	
	住民票の写し（マイナンバーが記載されていないもの）
	◎
	◎
	◎
	

	
	（申請者が法人の場合）

	
	
	（１）定款又は寄付行為の写し
	◎
	◎
	◎
	

	
	
	（２）商業登記法による登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
	◎
	◎
	◎
	

	５
	（申請者が法人の場合）

組織に関する書類

	
	
	（１）機構図
	◎
	◎
	－
	

	
	
	（２）役員名簿（一廃様式第５）
	◎
	◎
	◎
	

	６
	（政令使用人がいる場合）

政令使用人名簿（一廃様式第６）
	◎
	◎
	◎
	

	７
	当該業務に従事する従業員の名簿（一廃様式第７）
	◎
	◎
	◎
	

	８
	（経理的基礎）

	
	
	（１）直前３年の法人市民税（個人にあっては市民税）の納税証明書（納税済額，年税額の記載されたもの）
	◎
	◎
	－
	

	
	
	（２）直前３年の決算資料（貸借対照表，損益計算書（個人にあっては事業収支明細書，資産に関する調書），株主資本等変動計算書，個別注記表）
	◎
	◎
	－
	

	
	
	（３）直前３年間の法人税確定申告書（個人の場合は所得税の確定申告書）の写し
	◎
	◎
	－
	

	９
	収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有することを証する書類（次の（１）又は（２）のいずれか一方又は両方）

	
	
	（取得のある場合）

（１）産業廃棄物収集運搬業又は特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写し
	◎
	－
	－
	

	
	
	（２）日本環境衛生センターが実施する一般廃棄物実務管理者講習，日本産業廃棄物処理振興センター等が実施する処理業（新規）講習会産収課程若しくは特収課程又は一般社団法人環境総合研究所が実施する廃棄物処理業新規許可講習会収集運搬課程の修了証の写し
	◎
	－
	－
	

	10

	事業計画等

	
	
	（１）一般廃棄物収集運搬業事業計画（一廃様式第１１）
	◎
	△
	◎
	

	
	
	（事業の範囲が「一般廃棄物（し尿及び浄化槽汚泥を除く。）」の場合）

（２）作業計画書（一廃様式第１２）
	
	◎
	
	この事業の範囲は，新規許可を制限しています

	11

	当該業務の用に供する施設及び設備器材等に関する書類

	
	
	（１）設備器材書（一廃様式第８）
	◎
	◎
	○
	

	
	
	（２）車両の写真（前面及び側面，ナンバー･会社名等が識別できるもの）
	◎
	△
	○
	

	
	
	（３）自動車検査証の写し及び借用車両にあっては，（借用期間を明記した賃貸借契約等の写し）
	◎
	△
	○
	

	
	
	（４）駐車場の図面
	◎
	△
	○
	

	
	
	（５）事務所，駐車場，積替保管施設の付近の見取図（住宅地図の写し等）
	◎
	△
	○
	

	
	
	（６）事務所，駐車場，積替え保管施設の土地及び建物に関する不動産登記事項証明書（全部事項証明書），及び設置場所を示す公図（各施設の位置を朱書きしたもの）。自己所有でない所有不動産の場合は，不動産登記事項証明書に加えて，当該不動産に係る使用権原を証する書類（借用期間を明記した賃貸借契約書の写し等）
	◎
	△
	○
	

	
	
	（７）（積替保管がある場合）

	
	
	
	（１）一般廃棄物の保管施設（一廃様式第

１０）
	◎
	◎
	○
	

	
	
	
	（２）事前確認終了通知の写し（事前確認書を提出した場合）
	◎
	◎
	○
	

	
	
	（積替保管がある場合）

（８）積替保管施設での積み上げ状態を明らかにする図面並びに保管の面積，体積，保管日数（重量換算を要する場合は換算値を明記）の計算を記載した書類
	◎
	△
	○
	

	
	
	（積替保管がある場合）

（９）積替保管施設の外観，内部等が分かる写真
	◎
	△
	○
	

	
	
	（積替保管がある場合）

（10）施設の地番の分かる図面（公図など）
	◎
	△
	○
	

	備考

１　代理申請の場合は，委任状（一廃様式第３３）の添付を要します。

２　不動産登記法による登記事項証明書，商業登記法による登記事項証明書，住民票の写し，市民税の納税証明書は申請日前３か月以内に発行されたものとします。

３　決算資料のうち，経理的基礎の確認のために必要となる資料以外の資料は添付を省略することができる。
４許可の更新の申請をする場合は，上記の書類及び図面のうち，次のものはその内容に変更がない場合添付を省略することができます。

１０（１），１１（２）～（６）及び（８）～（１０）

５　事前確認において，あらかじめ次の書類等を提出し，かつ事前確認終了通知を受けている場合，申請時において上記の書類及び図面のうち次のものの添付を省略することができます。
ただし，事前確認終了通知を受けたときから，１年以上経過した場合は，省略することができません。
８，９，１１（１）～（６）


